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前文 土地利用基本計画策定の趣旨 

 

この土地利用基本計画（以下「基本計画」という。)は、愛知県の区域における国土（以下「県

土」という。）について、適正かつ合理的な土地利用を図るため、国土利用計画法第９条の規

定に基づき、国土利用計画（全国計画及び愛知県計画）を基本として策定するものです。 

基本計画は、国土利用計画法に基づく土地取引規制及び遊休土地に関する措置、土地利用に

関する他の諸法律に基づく開発行為の規制その他の措置を実施するにあたっての基本となる

計画です。すなわち、都市計画法、農業振興地域の整備に関する法律、森林法、自然公園法、

自然環境保全法等（以下「個別規制法」という。）に基づく諸計画に対する上位計画として行

政部内の総合調整機能を果すとともに土地取引に関しては直接的に、開発行為については個別

規制法を通じて間接的に規制の基準としての役割を果たすものです。 

 

１ 土地利用の基本方向 

(1) 県土利用の基本方向 

県土は、現在及び将来における県民のための限られた資源であり、生活と生産を通ずる諸

活動の共通の基盤でもあります。その利用のあり方は、地域の発展、県民の生活と深いかか

わりを有しており、総合的かつ計画的に行われなければなりません。 

県土の利用にあたっては、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、地域の自

然、社会、経済及び文化などの条件を生かした自立的発展を促すとともに、安全かつ健康で

文化的な生活環境の確保と県土全域の均衡ある発展を図ることを基本理念とします。 

県土利用をめぐる基本的条件の変化として、土地利用転換量は鈍化していますが、人口は

その増勢を鈍化させるものの引き続き増加し、経済社会諸活動が拡大することが予想されま

す。また、農山村の一部では過疎化等に伴う土地管理水準の低下が懸念されています。この

ため、県土の利用を計画するにあたっては、安全・安心で快適な県民生活が営まれることと

なるよう、全国及び中部圏の中での本県の位置づけと特徴を考慮しつつ、適切に対処しなけ

ればなりません。 

こうした中で、おおむね52万 haの県土において、限られた土地資源を前提とした土地需

要の量的調整及び県土利用の質的向上を図るとともに、土地管理水準の低下に対処するため

土地所有者による管理だけでなく、県土利用の総合的なマネジメント、多様な主体による連

携・協働を促進し、持続可能な県土管理を行うことが重要となっています。 

この場合、流域を単位として、公害の防止、自然環境及び農林地の保全、歴史的風土の保

存、治山、治水施設の整備状況等に留意するとともに、流域を一体とした広域的な土地利用

を行う必要があります。 

土地需要の量的調整に関して、個々の土地需要については、土地の高度利用及び低未利用
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地の有効利用を促進することによりその合理化及び効率化を図ります。また、森林、農用地、

宅地等の相互の土地利用の転換については、県土資源が限られていること、土地利用の可逆

性が容易に得られないこと及び生態系を始めとする自然の様々な循環系や景観に影響を与え

ることなどから、慎重な配慮の下で計画的に行う必要があります。 

また、土地利用規制の観点からみて、周辺の土地利用との間に問題を生じる恐れのある施

設の立地等が見込まれる地域においては、土地利用に関する制度の的確な運用等の検討を通

じ、地域の環境を保全しつつ地域の実情に応じた総合的かつ計画的な土地利用の実現を図る

ものとします。 

県土利用の質的向上に関しては、(a)安全で安心できる県土利用、(b)循環と共生を重視し

た県土利用、(c)美しくゆとりある県土利用といった観点を基本とすることが重要です。 

そこで、総合的な県土の安全性の向上、生態系ネットワークの形成により自然界における循

環システムにかなった県土利用を図るとともに、地域の個性ある景観の保全・形成、観光資

源としての有効活用や、県民の余暇志向や里山など身近な自然とのふれあい志向への対応を

進める必要があります。 

土地は、次世代に引き継ぐかけがえのない共有財産です。土地利用をめぐる様々な関係性

の深まりや多様な主体のかかわりの増大を踏まえ、地域において、総合的な観点で県土利用

の基本的な考え方についての合意形成を図る必要があります。また、多様な主体による連携・

協働など県民一人ひとりが県土管理の一翼を担う取組を促進していくことが必要です。 

(2) 流域圏別の土地利用の基本方向 

地域別の土地利用にあたっては、持続可能な県土利用を図るため、土地、水、森林などの

県土資源の有限性を踏まえつつ、都市部においては、人口、産業の適正配置と都市環境の整

備を一層推進し、農山村部においては、農林業等を中心とした産業の育成を図りつつ自然と

の調和ある各種地域整備施策を推進し、自然環境や景観を維持すべき地域においては、適正

に保全することによって、それぞれの地域の特色ある土地利用が図られるよう適切に対処し

なければなりません。 

地域の区分は、木曽川、矢作川、豊川等の水系とこれに関連する森林、農用地、宅地等に

より構成される流域圏に着目して、尾張流域圏、西三河流域圏及び東三河流域圏の３区分と

します。 

ア 尾張流域圏 

この地域は、大都市名古屋を核に人口集積の大きな地域であり、県民の生活及び生産活

動に大きな役割を果していくことが期待されています。 

都市部においては高次な都市機能の集積に努めつつ、安全でゆとりある良好な市街地の

形成を図るとともに、住宅、工場、農地等の混在をできるだけ避け、土地利用を明確化し、

農地、里山等の二次的な自然については、都市近郊の貴重な自然であることから、できる

限りその維持・形成に努めます。 
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また、新たな産業集積や交通の結節点としての地域特性を生かした名古屋港、中部国際

空港の機能拡充の進展による土地需要が見込まれること、尾張東部の丘陵地域では、交通

網の整備によって人口増加が見込まれることから、環境の保全及び地域の意向に十分配慮

し、農林業的土地利用などとの調整を行い、適切な土地利用を図ります。 

尾張南西部一帯の地盤沈下地域においては、沈下を防止し、災害の危険を排除し、地域

住民の良好な生活環境の確保に努めるものとします。また、知多南部地域は、自然景観の

優れたレクリエーション地域として自然環境の保全に努めるものとします。 

 

イ 西三河流域圏 

この地域のうち、山間部においては、都市近郊の農山村として自然環境の保全と整備を

図るとともに、地域の振興を図るため、豊かな自然や伝統文化など、地域資源の総合的な

活用等により都市との交流を促進し、道路の整備、レクリエーション機能の強化を推進し

ます。また、教育、医療等生活基盤の計画的整備、水資源の確保並びに農用地の保全・整

備、農林業の振興など生産基盤の強化に努めるものとします。 

平地部については、都市化の進展に適切に対処するとともに、産業基盤の整備、交通体

系及び都市施設の整備を進めるものとしますが、緑地など都市環境を整備するうえで必要

な自然環境の保全に努め、農業地域における農業的土地利用との調和に留意するものとし

ます。 

ウ 東三河流域圏 

この地域のうち、山間部については、木材生産機能及び県土保全機能を有する森林の保

全と整備を図るとともに、地域の振興を図るため、豊かな自然や伝統文化など、地域資源

の総合的な活用等により都市との交流を促進し、道路の整備、レクリエーション機能の強

化を推進します。また、教育、医療等生活基盤の計画的整備、水資源の確保並びに農用地

の保全・整備、農林業の振興など生産基盤の強化に努めるものとします。 

平地部については、都市化の進展に適切に対処し、臨海部での国際的な物流拠点の形成

を踏まえた産業基盤の整備、交通体系及び都市施設の整備を図り、農業地域における農業

的土地利用との調和に留意するとともに、優良農用地の保全・整備に努めるものとします。 

半島地域については農産物の供給基地として、優良農用地を確保し、農業基盤の整備を

進めるとともに、沿岸域の自然環境の保全に努めるものとします。 

(3) 土地利用の原則 

土地利用は、土地利用基本計画図に図示された都市地域、農業地域、森林地域、自然公園

地域及び自然保全地域の五地域ごとに、それぞれ次の原則に従って適正に行われなければな

りません。なお、五地域のいずれにも属さない地域においては、当該地域の特性及び周辺地

域との関連等を考慮して適正な土地利用を図るものとします。 

ア 都市地域 

18 18 



 ‐4‐

都市地域は、一体の都市として総合的に開発し、整備し、及び保全する必要がある地域

です。 

この地域においては、市街化区域（都市計画法（昭和43年法律第100号）第７条第１項

の市街化区域をいう。以下同じ。 ）については市街地の開発整備、交通施設の整備、都市

排水施設の整備、緑地の保全等を行うことにより計画的な市街化を図り、市街化調整区域

（都市計画法第７条第１項の市街化調整区域をいう。以下同じ。）については市街化を抑制

し、他の土地利用との調和を図りつつ秩序ある整備を行うことにより、健康で文化的な都

市生活及び機能的な都市活動の確保を図っていくものとします。 

イ 農業地域 

農業地域は、農用地として利用すべき土地があり、総合的に農業の振興を図る必要があ

る地域です。 

この地域においては、都市近郊又は山間地域としての特色を生かした農業の振興を図る

とともに、農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第８

条第２項第１号の農用地区域をいう。以下同じ。）については他用途への転用を行わないも

のとし、計画的な保全、整備及び開発を行っていくことにより、生産性の高い農業経営基

盤の確立を図っていくものとします。 

なお、農用地区域を除く農業地域内の優良農地についても、極力他用途への転用を避け

るものとします。 

ウ 森林地域 

森林地域は、森林の土地として利用すべき土地があり、林業の振興又は森林の有する諸

機能の維持増進を図る必要がある地域です。 

この地域においては、地域森林計画対象民有林（森林法（昭和26年法律第249号）第５

条第１項の森林計画区域に係る民有林をいう。）の区域については適正な森林の施業により

木材生産、水源かん養、国土保全、環境保全等の機能が発揮されるよう保全及び整備を図

り、国有林（森林法第2条第3項の国有林をいう。）の区域についてはその趣旨に即して適

正な森林の利用を図ります。とくに保安林（森林法第25条及び第25条の2により指定さ

れた保安林をいう。以下同じ。）については、他用途への転用を行わないものとし、保安林

以外の機能の高い森林についても、極力他用途への転用を避け、適正な森林の施業及び公

益的機能の維持増進を図っていくものとします。 

エ 自然公園地域 

自然公園地域は、すぐれた自然の風景地で、その保護及び利用の増進を図る必要がある

地域です。 

この地域においては、限られた自然の風景地として、その機能の維持に努めるとともに、

とくに特別地域（自然公園法（昭和32年法律第161号）第20条第１項及び愛知県立自然

公園条例（昭和43年愛知県条例第７号）第20条第１項の特別地域をいう。以下同じ。）及
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び特別保護地区（自然公園法第21条第１項の特別保護地区をいう。）については、自然公

園の保護又は利用のための規制及び施設の整備を行うことにより、適正な保護及び利用の

増進を図っていくものとします。 

オ 自然保全地域 

自然保全地域は、良好な自然環境を形成しており、その自然環境の保全を図る必要があ

る地域です。 

この地域においては、自然環境を保全するため土地の利用目的を変更しないものとし、

とくに特別地区（自然環境の保全及び緑化の推進に関する条例（昭和48年愛知県条例第３

号）第23条第１項の特別地区をいう。以下同じ。）については自然環境の保全のための規

制又は施設の整備を行うことにより、良好な自然環境を適正に確保していくものとします。 

 

 

２ 五地域区分の重複する地域における土地利用に関する調整指導方針 

 

都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域又は自然保全地域のうち、２以上の地域が重

複している地域においては次に掲げる調整指導方針及び調整指導方針におけるそれぞれの関係

からみた優先順位、指導の方向等に従って、１の(2)に掲げる流域圏別の土地利用の基本方向に

沿った適正かつ合理的な土地利用を図るものとします。 

(1) 土地利用の優先順位、土地利用の誘導の方向等 

ア 都市地域と農業地域とが重複する地域 

(ア)市街化調整区域と農用地区域とが重複する地域 

農用地としての利用を優先します。 

(イ)市街化調整区域と農用地区域以外の農業地域とが重複する地域 

計画的な市街化を図っていくうえで支障を及ぼさない場合に限り、土地利用の現況に

留意しつつ、農業上の利用との調整を図りながら、都市的利用を図ることができるもの

とします。 

イ 都市地域と森林地域とが重複する地域 

(ア)都市地域と保安林の区域とが重複する地域 

保安林としての利用を優先します。 

(イ)市街化区域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する地域 

原則として都市的な利用を優先しますが、緑地としての森林の保全に努めます。 

(ウ)市街化調整区域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する地域 

計画的な市街化を図っていくうえで支障を及ぼさない場合に限り、森林としての利用

の現況に留意しつつ、森林としての利用との調整を図りながら、都市的な利用を図るこ

とができるものとします。 
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ウ 都市地域と自然公園地域とが重複する地域 

(ア)市街化区域と自然公園地域とが重複する地域 

自然公園としての機能の維持に留意しつつ、都市的な利用を図るものとします。 

(イ)市街化調整区域と特別地域とが重複する地域 

自然公園としての保護及び利用を優先します。 

(ウ)市街化調整区域と特別地域以外の自然公園地域とが重複する地域 

自然公園としての機能の維持に留意しつつ、両地域が両立するよう調整を図るものと

します。 

エ 都市地域と自然保全地域とが重複する地域 

(ア)市街化調整区域と特別地区とが重複する地域 

自然環境としての保全を優先します。 

(イ)市街化調整区域と特別地区以外の自然保全地域とが重複する地域 

自然環境としての保全に留意しつつ、両地域が両立するよう調整を図るものとします。 

オ 農業地域と森林地域とが重複する地域 

(ア)農業地域と保安林の区域とが重複する地域 

保安林としての利用を優先します。 

(イ)農用地区域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する地域 

原則として、農用地としての利用を優先しますが、農業上の利用との調整を図りなが

ら、森林としての利用ができるものとします。 

(ウ)農用地区域以外の農業地域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する地域 

森林としての利用を優先しますが、森林としての利用との調整を図りながら、農業上

の利用ができるものとします。 

カ 農業地域と自然公園地域とが重複する地域 

(ア)農業地域と特別地域とが重複する地域 

自然公園としての保護及び利用を優先します。 

(イ)農業地域と特別地域以外の自然公園地域とが重複する地域 

自然公園としての機能の維持に留意しつつ、両地域が両立するよう調整を図るものと 

します。 

キ 農業地域と自然保全地域とが重複する地域 

(ア)農業地域と特別地区とが重複する地域 

自然環境としての保全を優先します。 

(イ)農業地域と特別地区以外の自然保全地域とが重複する地域 

土地利用現況の保全に留意しつつ、両地域が両立するよう調整を図るものとします。 

ク 森林地域と自然公園地域とが重複する地域 

両地域が両立するよう調整を図るものとします。 
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ケ 森林地域と自然保全地域とが重複する地域 

両地域が両立するよう調整を図るものとします。 

 

(２)特に土地利用の調整が必要と認められる地域の土地利用調整上留意すべき基本的事項 

特に土地利用の調整が 

必要と認められる地域 

対象となる五地域 

の重複の組み合せ 

土地利用調整上留意すべき基

本的事項 

該当なし ― ― 

 

 

３ 土地利用上配慮されるべき公的機関の開発保全整備計画 

 

 次表に掲げた公的機関を主体とする開発保全整備計画については、当該計画に基づき事業が

円滑に実施されるよう土地利用上配慮します。 

 

計画名 事業目的 規 模 位 置 計画主体 事業主体 

該当なし ― ― ― ― ― 
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